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課 題

　庄野・川口（1999a）による関税を導入した国際貿

易空間均衡モデルは，狩野・川口（2003）により完全

競争市場という限られた市場環境においてではあるが

差額関税を扱いうるものへと展開された（差額関税に

ついての説明は食肉国際化問題研究会（1995）を参照）．

しかし，狩野・川口（2003）は理論展開に止まってお

り，その有効性を示すには数値を用いた検証が必要で

ある．したがって，本稿では数値例を用い実際に均衡

解を求めることを課題とする．

　以下，狩野・川口（2003）と同じ表記法や前提条件

及びモデルを利用するものとし，第2節で均衡解を求

める際の基本方針を示し，第3節でモデルの事例を実

際に解き均衡解を求めることができることを示し，最

後に第4節で本研究の含意と今後の課題について述べ

ることとする．なお共同研究者の1人として協力して

くれたドイッホーエンハイム大学農業政策学部博士課

程1年のMs．Martina　Bergenに謝意を表する．

解法の基本方針

狩野・川口（2003）で述べたように，均衡解を求め

るために解くべき非線形相補性問題は次のように書く

ことができる．

VV＝［A（P）］P十B（P），WP≧0，P：≧0，vvTp；0

　ここでA（P）は正方行列でそのいくつかの要素が

変数列ベクトルPの関数となっていることを示し，

．B（P）は列ベクトルでそのいくつかの要素がPの関

数となっていることを示す．

そこで定数パラメータ列ベクトルgを導入して

W＝［A（σ）］P＋B（σ），W≧0，P≧0，wTpニ0

なる線形相補性問題を作り，その解W，．Pを求める
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ものとする．つまり，VVニ［A（g）］P＋B（g），VV≧0，

P≧0，wTp＝0が成立するものとしよう．ここでも

しP＝gが成立するならば，W・＝［A（P）］P＋B（P），

四≧0，．P≧0，VVTPニ0が成立するから上述の非線形

相補性問題が解けたことになる．そこで適当な定数パ

ラメータベクトルg＝gOから出発し，

　gニgOの時，VV＝［A（gO）］P＋B（gO）

　→P＝P1なる解

　　　　　　　W≧0，P≧0，wTp＝O

　g＝P1の時，Wニ［A（P1）］P＋B（P1）

　→P＝P2なる解

　　　　　　　W≧0，P≧0，WTpニO

　g＝P2の時，VVニ［A（．P2）］P＋B（P2）

　→PニP3なる解

　　　　　　　W≧0，P≧0，VVTp＝0

　　σニハー1の時，W＝・［且（R－1）］P＋B（．Pε一1）

　→P＝Pε＿1なる角孕

　　　　　　　WP：≧0，P；≧0，WFTp＝0

　というふうに一連の線形相補性間題を解いて解の系

列P1，．P2，P3，…，PH，P孟，…を求め，その系

列がある値．Pに収束すれば，その値Pは上述の非線

形相補性問題の均衡解に他ならない．本稿ではこのよ

うな方針に基づいて均衡解を求めることにする．つま

り具体例を利用し，解の系列が収束することを示し，

均衡解が実際に求めることができることを示す．

　　　　　　事例分析

　Hashimoto（1985）の数値例を利用して，上述の

モデルの均衡解を求めることとする．最初に3か国間

（nニ3）の貿易において差額関税を1つの国（ノ＝3）

に導入し，税率δを4％，基準輸入価格を15．00とし

た場合をとりあげる．まず差額関税を導入しない状態

（何らかの均衡状態など）から出発し，その時の各国

からの輸入品のCIF価格に対して課される差額関税

を従価税率に換算し（従価税率が4％以下の時は4％

として）均衡解を求める．その新たなる均衡解に対し

て同様に差額関税を従価税率に換算し均衡解を求める．

このような繰り返しで，計算される換算従価税率が変

化しなくなった時に差額関税の下での均衡解（及び換

算従価税率）が得られたことになる．なお，ここで差

額関税から計算される換算従価税率は第1次税率市場

における従価税率αε3（ε＝1，2）であり，以下に示す

この値は前述した差額関税を導入しない状態（何らか

の均衡状態など）を計算する際に用いられる．しかし

その後の繰り返しの過程においては変化する．

各国の需要関数および逆需要関数

　1）1＝γ1一λ1P1）1ニ16－P1）1

　　　　　γ1　1
　P1：）1＝＝一一一1）1＝16－1：）1
　　　　　λ1　λ1

　．Z）2ニγ2一λ2P1）2＝24－2．OP1）2

　　　　　γ2　1
　P1）2＝一一一1）2＝＝12－0．511）2
　　　　　λ2　λ2

　1）3ニγ3一λ3P1）3＝96－4．OP1）3

　　　　　γ3　1
　P1フ3＝一一一1フ3ニ24－0．251：）3
　　　　　λ3　λ3

各国の供給関数および逆供給関数

　S1＝一μ1＋η1PS1ニー1．0＋0．5PS1

　　　　μ1　　1
　PS1＝一十一S1＝2．0十2．OS1
　　　　η1　η1

　S2＝一μ2＋η2PS2＝一4．0＋4．OPS2

　　　　μ2　1
　PS2ニー十一S2＝1．0十〇．25S2
　　　　η2　η2
　S3ニーμ3十η3PS3＝＝一3．0十2．OPS3

　　　　μ3　1
　PS3ニー十一S3＝＝1．5十〇．5S3
　　　　η3　η3
ヴ国間の単位輸送費

薦羅iHili1

び国間の単位保険料

［雛i幾ト「iii］

び国間における第1次税率（第3国の従量税はないも

のとする）

　　　　α12

「
α11

α21

α31

α22

α32

iliHiliilli劉

「暴※§ll1

び国間における第2次税率（第3国の税率は輸入禁止

的な大きさとする）

騰翻「離ll］

騰羅レ［闇i§1
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各国におけるカレントアクセス量（第3国のα43は

実際上制約とならないよう大きな値とする）

　　［σA1α42σA3］ニ［100100100］

　このようなデータを用いて均衡解を求めると表1及

表1換算従価税率の収束

くり返し回数 α13 α23

－
の
乙
Q
U
4
【
」

0．058091

0．131380

0．172522

0．195778

0．208974

0．454373

0．570935

0．637415

0．675332

0．696957

6
7
8
9
1
0

0．216478

0．220751

0．223186

0．224574

0．225365

0．709291

0．716326

0．720338

0．722626

0．723931

1
2
3
4
霞
U

l
t
⊥
1
⊥
¶
⊥
－

0．225816

0．226074

0．226220

0．226304

0，226352

0．724676

0．725100

0．725342

0．725480

0．725559

6
7
8
9
0

1
1
1
1
n
乙

0．226379

0．226394

0．226403

0，226408

0．226411

0．725604

0．725630

0．725644

0．725653

0．725657

び表2のような結果が得られる．

　なお，3か国（n＝3）の上述の例が特殊な事例では

なく，より一般的な場合にも均衡解が得られることを

示すために，5か国間での貿易における均衡解を求め

てみる．ここでも1か国（ノ＝5〉でのみ差額関税制度

がとられているものとし，税率δは4％で基準輸入価

格は25．08とする．差額関税から計算される換算従価

税率は第1次税率市場における従価税率αあ（ε＝1，

2，3，4）であり，以下に示すこの値は前述した差額

関税を導入しない状態（何らかの均衡状態など）を計

算する際に用いられる．しかし，その後の繰り返しの

過程においては変化する．この数値例の場合，CIF

価格ベースでは表3及び表4のような結果が得られる．

　　1）1＝γ1一λ1P1）1ニ30－0．5P1）1

　　1）2＝γ2一λ2P1）2ニ46－0．7P1）2

　　1）3＝γ3一λ3P1）3ニ64－0．9P1）3

　　1）4＝γ4一λ4P1）4ニ80－1．2P1）4

　　1）5＝γ5一λ5P1）5ニ95－1．5P1）5

　　S1ニーμ1十η1PS1＝一3．0十3．5PSl

　　S2ニーμ2十η2PS2＝＝一2．5十3．OPS2

　　S3ニーμ3十η3PS3＝一3．5十2．5PS3

　　S4ニーμ4十η4PS4＝一2．0十1．5PS4

　　S5ニーμ5十η5PS5＝＝一1．0十〇．5PS5

σ国間の単位輸送費

　　丁11　T12　T13　T14　T15　　　0．0　0．5　1．1　1．5　2．0

t
⊥
n
乙
Q
U
4

n
乙
2
0
乙
0
乙

0．226413

0．226414

0．226414

0．226415

0．725660

0．725662

0．725663

0．725663

T21

T31

T41

T51

T22

T32

T42

T52

T23　T24　T25

T33T34T35

T43T44T45

T53　T54　T55

0．50，00，61．01．4

1，10，60，00．40．9

1．51．00．40．00．5

2．01，40，90，50．0

表2　均衡解（CIF価格ベース）

　　1入国・市場

輸出国

　　第1次税率市場

1　　　　　2 3

　　第2次税率市場

1　　　　　2 3

1
2
3

3．615　　　　　0

3．154　　10．615

　0　　　　　0

　　0
9，000

27，000

0　　　　0
0　　　　0

q　　　o
0
0
0

合計 6．769　　10．615 36，000 0　　　　　0 0

S1＝　3．615　PS1ニ　9．231

S2＝＝22．769　　PS2＝　　6．692

S3＝27．000PS3＝15．000

Tota1＝53．384

1）1ニ　6．769　P1）1ニ9．231　SP1ニ0．000

1）2＝10．615P1）2＝6．692SP2＝0．000

1）3・＝36．000PD3＝15．000SP3＝0．000
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表3　換算従価税率の収束

くり返し回数 α15 α25 α35 α45

¶
⊥
2
3
4
【
」

0．161574

0．171995

0．173850

0．174180

0．174239

0．108776

0．118723

0．120493

0．120808

0．120864

0．161574

0．163646

0．163646

0．163646

0．163646

0．040000

0．040000

0．040000

0．040000

0．040000

6
ワ
ー
8
9

0．174249

0．174251

0．174252

0．174252

0．120874

0．120876

0．120877

0．120877

0。163646

0．163646

0．163646

0．163646

0隻040000

0．040000

0．040000

0．040000

表4　均衡解（CIF価格ベース）

　　　輸入国・市場

輸出国 1

第1次税率市場

2　　　3　　　4 5 1

第2次税率市場

2　　　3　　　4 5

1
2
3
4
5

21，071

　　　　0

　　　　0

　　　　0

　　　　0

　　　　0　　　0　5．000

32．227　　　0　　　0
　　　　046．132　　　0

　　　　0　　　034．171

　　　　0　　　0　　　0

21・541i

24．299i

　　　　o　i

　　　　oi

11．540i

0
0
0
0
0

0　　　0　　11．892

0　　　0　　　　0
0　　　0　　　　0
0　　　0　　　　0
0　　　0　　　　0

0
0
0
0
0

合計 21，071 32．22746．13239，171 57．380i 0 0　　　0　　11．892 0

㎝
脚
慨
㈹
謝

肌
肌
狂
乳
肌

ニ
　
ニ
　
ニ
　
ニ
　
ニ

飢
皿
切
川
伍

PD1＝17，858　SP1＝0，㎜

P皿＝19，675SP2＝0，㎜

PD3＝19，鵬SP3＝0，㎜

P別＝24，114脳二1，5盤

価二％，㎜SP5＝0，㎜

S1＝59．脳PS1＝17，騰

S2ニ56．5％PS2＝19，675

S3＝46，132PS3＝19，あ3

S4＝謎，171PS4＝24，114

S5＝11，㎜PS5＝25，080

Tota1＝207．873

ヴ国間の単位保険料

111

121

131

141

151

112113114115

122123124125

132133134135
142　　143　　144　　145

152153154155

0。00．51．0

0．50．00．4

1．0　　0．4　　0．0

1．2　　0．9　　0．6

1．51．30．8

1．21．5

0．91．3

0．60．8

0．00．5

0．50．0

び国間における第1次税率（第5国の従量税はないも

のとする）

α11

α21

α31

α41

α51

m
器
認
覗
翻

α
α
α
α
α

U
盟
訓
製
図

α
α
α
α
α

B
器
認
娼
協

α
α
α
α
α

α15

α25

α35

α45

α55

0．00　0，〔）5　0．10　0，05　0．10

0，100。000．150．050．05

0，10　0．10　0．00　0，10　0，10

0，50　0。10　0，10　0，00　0。05

0，050，050．150，100．00

β11β12

β21β22

β31β32

β41β42

β51β52

β13β14β15

β23β24β25

β33β34β35

β43β製β45

β53β54β55

0．00，00，51，00，0

0．50，01，00，50，0

1．00，00，00．50．0

1．00，00，50，00，0

0．50，01，01，00，0

び国間における第2次税率（第5国の税率は輸入禁止

的な大きさとする）

α11

α21

α31

α41

α51

α12

α22

α32

α42

α52

α13

α23

α33

α43

α53

α14α15

α24α25

α34α35

α44α45

α54、α55

100

0，15

0，15

0．10

0，10

0．10

100

0．15

0．15

0．10

0．15

0．20

100

0．15

0．20

0．10

0．10

0，15

100

0．15

100

100

100

100

100
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bll　b12

b21わ22

b31b32

b41b42

わ51δ52

わ13b14わ15

b23b24わ25

b33b34わ35

わ43b44わ45

b53b54b55

1001，01．01．5100

1．01001．51，0100

1，51，01001，0100

1，51．51．0100100

1，01．01．51．5100

各国におけるカレントアクセス量（第5国のCA5は

実際上制約とならないよう大きな値とする）

　［（ンAl　CA2　α43　α44　α451ニ［5，0　5，0　10，0　5，0　100］

本研究の含意と今後の課題

　本稿では狩野・川口（2003）で展開したモデルの具

体的な事例分析を行い，均衡解が得られることを示し

た．このモデルを利用して今後差額関税制度に関する

実証分析を行うことができるであろう．

　本稿では完全競争市場を想定して均衡解を求めたが，

豚肉については少数の輸出国により輸出が行われてい

る現状を鑑みると，寡占市場の可能性も無視しえない．

したがって今後，寡占市場における差額関税を導入し

た国際貿易空間均衡モデルの展開が必要である．狩野・

川口（2003）の差額関税についての考え方を庄野・川

口（1999b）に適用することにより，その展開は可能

であるものと思われる．
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Summary

　Kano　and　Kawaguchi（2003）develop　theoretical　introduction　of　differentiate　tariff　to

spatial　equilibrium　models　of　perfectly　competitive　intemational　trade　under　real　tariff

quota　system　with　specific　duties　and　ad　valorem　duties（Shono　and：Kawaguchi1999a）．

But’no　example　problem　of　the　model　is　solved　numerically．

　In　this　paper，example　problems　of：Kano　and　Kawaguchi（2003）are　solved　numeri，

cally　to　show　that　we　can　get　equilibrium　solution　of　the　mode1．Implications　of　this

paper　and　problems　to　be　solved　in　the　future　are　summarized　in　the　last　section　of　this

pape「・


